
介護保険制度では、居住している住宅に手すりの取り付けや段差解消などの改修を行った場合、保険の給付が受けられます。

　住宅改修で保険給付を受ける場合は、その住宅改修が保険給付の対象工事となるかどうかの確認を含めた
事前申請、工事完了後の住宅改修完了の届出が必要になりますので、ケアマネージャー等にご相談下さい。
· 対象者

　介護保険で要支援、要介護の認定を受けた方（原則として、在宅の方に限ります）

· 支給方法

利用者の方は、いったん住宅改修の費用の全額を業者に支払った後で村に申請し、保険給付分を償還払いとして受けることになります。

· 支給限度基準額

　居住している住宅につき、最大２０万円（このうち原則として９割が保険給付となり、１割が利用者負担となります）を限度とします。

· 対象工事（新築・増改築は対象外となります）

	改修の種類
	改修の説明

	手すりの取り付け
	廊下、トイレ、浴室、玄関、玄関から道路までの通路などに転倒防止や移動補助のための手すりの取り付けが対象となります。
※取り付け工事の伴わない床置きや、便器を囲んで置いて使用する手すりは「福祉用具の貸与」の対象となります。

	段差の解消
	居室、廊下、トイレ、浴室、玄関等の各室間の段差及び玄関から道路までの通路等の段差を解消するために、敷居を低くしたりスロープを設置するなどの改修が対象となります。
※取り付け工事の伴わないスロープは「福祉用具の貸与」、浴室用すのこでの段差解消は「特定福祉用具販売」の対象となります。

	滑り防止や移動を円滑にするための床または通路面の材料の変更
	居室を畳敷きから板張りやビニール系床材等変更、浴室の床を滑りにくいものに変更、路面等においては滑りにくい舗装材への変更が対象となります。

	引き戸などへの扉の取替え
	開き戸の引き戸、折戸、アコーディオンカーテンへの取替え、ドアノブの変更、戸車の設置がその対象となります。
　※自動ドアにした場合は、動力部分の費用は保険給付の対象とはなりません。

	洋式便所などへの便器の取替え
	和式便器の洋式便器への取り替える場合がその対象となります。
※据え置きの腰掛便座の設置は「特定福祉用具販売」の対象となります。

	その他
	　上記工事をするために必要な次の付帯工事もその対象となります。
1 壁の下地補強

2 給排水設備工事

3 下地補修や根太の補強

4 壁または柱の改修工事

5 給排水設備工事



①　住宅改修についてケアマネージャー等に相談します。

2 工事を始める前に、道志村住民健康課窓口に必要書類を提出し、改修の申請をします。


　　　　   　村は提出された書類等により、保険給付として適正か不適当かを審査します。

          　  また、すべての申請に対し、自宅の状況を調査に伺います。

3 村から申請者へ「介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修費支給事前承認・不承認決定通知書」が届きます。
　　　 施  行  →  完  成

4 工事完了後、改修費用を全額自己負担して業者に支払います。


　　⑤　道志村住民健康課窓口に住宅改修完了届を提出します。


5 村は事前に提出された書類との確認、自宅に伺い、工事が行われたかの確認を行った後、当該住宅改修費の支給を必要と認めた場合、２０万円を限度に工事代金の９割（１８万円まで）を指定口座に振り込みます。（完了届の提出後おおむね２ヶ月後に支払われます。）
介護保険による住宅改修費の支給


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　道志村　介護保険





平成１８年４月１日以降着工分の住宅改修費


の支給申請の流れについて（事前申請制）�





（提出書類）


介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修費支給申請書


住宅改修の内容、箇所、規模、施行業者氏名または名称


着工予定日、見積金額（保険給付対象部分）など


住宅改修が必要な理由書（Ｐ１、Ｐ２）


・　ケアマネージャー、作業療法士・理学療法士、福祉住環境コーディネーター検定試験２級以上の資格を有する者、地域包括支援センター担当職員等が作成する者とする


理由書作成者の資格を証明する書類


工事費見積書


改修計画図


・　住宅の平面図に改修箇所を図示したもの


改修前の状態が確認できる書類


改修予定箇所の写真で、撮影日がわかるもの


住宅所有者の承諾書


・住宅所有者と被保険者が異なる場合





（提出書類）


介護保険住宅改修完了届


委任状


・受領口座が被保険者名義以外の場合に必要


領収書


・宛名は被保険者本人に限る


工事費内訳書


住宅改修の完成後の状況を確認できる書類


・着工前と同じ位置から撮影したもので、撮影日がわかるもの


介護保険給付費の支給申請及び受領に関する申立書


・被保険者本人が死亡している場合に必要です











